実施許諾契約書
国立大学法人岡山大学(以下「甲」という)と○○○○ (以下「乙」という)とは、甲が保有する特許出願の取り扱いについて以下のとおり本契約を締結する。
(定義)
第1条　本契約において使用する次の用語の意味は、以下のとおりとする。
(1) 「本件特許」とは、甲が保有する「特願○○○-○○○（特許第○○○号）、発明の名称「○○○」」をいう。
(2) 「本件製品」とは、○○○をいう。
(3) 「正味販売額」とは、本件製品の販売額から運賃、梱包料、商社手数料、保険料、消費税、その他取引諸税を差し引いた金額をいい、「正味販売相当価格」とは、乙が本件製品を使用したときにおける、その製品を販売した場合の「正味販売額」に相当する額をいい、「正味輸出額」とは、本件製品の輸出価格から運賃、梱包料、商社手数料、保険料、消費税、その他取引諸税を差し引いた金額をいう。
(実施許諾) 　
第2条　甲は、乙に対し、本契約の期間中、本件特許に基づき、下記分野の製品について日本国内における本件製品の製造及び販売、使用、外国への輸出、外国からの輸入をするための通常実施権を許諾する。
　　　(1)
　　　(2)
　　　(3)

2　 乙は、第三者に再実施権を与える権利を有しない。
(対価及び支払い方法)
第3条　乙は、甲に対し、本契約第2条第1項に基づく実施権の許諾の対価として、次のものを支払う。
(1) 一時金
乙は、甲に対して本契約の締結時に一時金○○○円を支払う。
(2)年間実施料
乙は、毎年4月1日から翌年3月31日までの1年間(以下「期」という)に本件製品を販売、使用及び輸出した場合、それぞれ正味販売額の○○%、正味販売相当額の○○%、正味輸出額の○○%を甲に支払う。
(3)年間最低実施料
乙は、毎期の年間実施料が金○○○円(以下「年間最低実施料」という)に満たない場合、年間実施料に代えて、年間最低実施料を甲に支払う。
(4)乙から甲に支払われる対価には、消費税及び地方消費税相当額(以下「消費税等」という)が別途加算されるものとし、銀行手数料は乙の負担とする。 

2 　乙は、甲が発行する請求書に基づき、当該請求書に記載された支払期限までに、甲が指定する銀行口座に振り込むことにより、前項の対価を支払うものとする。
(実施報告)
第4条　乙は、甲に対し、本契約締結後の毎期ごとに、当該期中に、(1)乙が販売した本件製品の販売数量、総販売額、正味販売額、梱包費、輸送費、保険料、消費税及び実施料を記載した実施報告書、(2)本件製品の乙による使用数量、総販売相当額、正味販売相当額及び実施料を記載した実施報告書並びに(3)輸出した本件製品の輸出数量、総輸出額、正味輸出額、梱包費、輸送費、保険料、及び実施料を記載した実施報告書を､(1)、(2)及び(3)の各項目に分けて記載し、当該期末の翌日から起算して30日以内に交付するものとする。
2　乙は、当該期中に本件製品の販売実績、使用実績及び輸出実績がない場合であっても、その旨を記載した実施報告書を甲に交付するものとする。 

3　甲は、本条に規定する実施報告書に基づいて請求書を発行し、これを乙に交付するものとする。
(対価の不返還)
第5条　本契約に基づき、乙から甲に支払われた対価は、本件特許の全部又は一部につき拒絶査定が確定する等いかなる事由による場合でも返還しない。但し、明白な誤計算の場合は、無利子で差額を返還する。
(帳簿の保管と閲覧)

第6条　乙は、本契約期間中及びその終了後も5年間、本契約第3条の実施料支払いの基礎となる会計帳簿、その他の関係書類又はその電子データを保管する。
2　乙は、甲又は甲が指定し乙が書面にて同意した者が本契約第4条に定める実施報告書に係る会計帳簿、その他の関係書類又はその電子データを閲覧・検査(複写を含む)できることに同意する。
(表示)

第7条　乙は、本契約の期間中、本契約に基づいて、乙が販売する本件製品の包装紙、カタログ等に「特許出願中」（特許登録後は「特許」）の表示を付けることができる。但し、具体的な表示方法については甲と協議するものとする。
(改良技術)
第8条　乙は、本発明を改良し、又は本発明を基にして新規の発明又は考案をした場合は、速やかに甲に通知するものとする。
2　前項の発明又は考案の権利の帰属、並びにその取扱いについては、甲乙協議して定めるものとする。
(非保証)
第9条  甲は、乙に対し、本件特許の有効性について、何らの保証をしない。
2　甲は、乙が製造し、販売、使用及び輸出する本件製品が第三者の特許権等を侵害しないことを保証しない。
(免責事項)

第10条  本技術情報に瑕疵があることが判明した場合においても、甲は本契約に基づく本件製品の製造・販売・使用・輸出及び輸入から生じる乙のいかなる損害についても法律上及び契約上一切責任を負わない。
(譲渡禁止)
第11条　甲は、本件特許に基づく権利を乙の事前の書面による了解なしに第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。
2 甲及び乙は、本契約から生じる権利又は義務の全部又は一部を第三者に譲渡してはならない。
(解約による契約終了)

第12条　甲は、本契約締結の日から起算して○年が経過した以後において、第3条第1項第3号に規定する年間最低実施料を上回る実施実績がない期間が２期以上連続したときは、乙に対し書面で通知することにより、解約の申入れをすることができる。この場合において、本契約は、当該通知の日後３０日の経過をもって終了する。
2   乙は、本件特許の権利範囲に重大な変更が生じたときその他本件特許の実施の許諾を受ける必要がなくなったときは、甲に対し、その理由を付して書面で通知することにより、解約の申入れをすることができる。この場合において、本契約は、当該通知が甲に到達し、甲が承諾した日をもって終了する。
(契約の解除)

第13条　甲は、乙が本契約の違反をした場合において、相当の期間を定めて催告をし、当該期間内に是正されないときは、乙に対する書面による通知をもって、直ちに本契約の解除をすることができる。ただし、当該違反がその性質上、是正不可能であるときは、催告を要しないものとする。
2   前項の定めに加え、甲は、以下の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは、乙に対する書面による通知をもって、直ちに本契約の解除をすることができる。

　　　(1)乙が本契約の締結若しくは履行に関し不正又は不法の行為をしたとき

　  　(2)乙が本契約の履行に関し甲の名誉、信用又は評価を損なう行為をしたとき

　　  (3)乙が本契約の履行に関し重大な背信行為をしたとき

　　  (4)乙が第6条に定めるところによる会計帳簿、その他の関係書類又はその電子データの閲覧・検査を拒んだとき

　　  (5)乙が本件特許について、直接又は間接を問わず、その特許性、有効性又は強制執行可能性を争ったとき

　　  (6)乙において監督官庁から営業停止若しくは営業許可の取消その他本契約の目的に係る事業の継続に影響を与える処分を受け、又は当該処分を受けるべき事由が生じたとき

　　  (7)乙において合併によらない解散の決議があったとき

　  　(8)乙において本契約の目的に係る事業の廃止があったとき

　　  (9)事前に書面による甲の同意を得ずして、乙が合併又は本契約の目的に係る事業の全部若しくは一部の譲渡その他本契約上の地位の移転その他の変更をもたらす行為（本契約に基づく本件発明の実施の権利を担保に供することを含む）をしたとき

　   (10)議決権の過半数を直接的又は間接的に取得する等、第三者が乙の支配権を取得したとき

　   (11)乙において手形若しくは小切手の不渡りが生じ、又は手形交換所の取引停止処分を受け、若しくは当該処分を受けるべき事由が生じたとき

　   (12)乙において仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売その他これらに類する手続の申立てを受け、若しくは租税公課の滞納が生じ、若しくは租税公課に係る滞納処分を受け、又は当該申立て若しくは処分を受けるべき事由が生じたとき
　   (13)乙において破産法に基づく破産手続開始、会社更生法に基づく更生手続開始、民事再生法に基づく再生手続開始、若しくは会社法に基づく特別清算開始の申立てを受け、若しくは自ら当該申立てを行い、又は当該開始の決定があったとき

　(14)前各号に定めるほか、本契約を継続し難い重大な事由が乙において生じたとき

3　乙は、甲が本契約の違反をした場合において、相当の期間を定めて催告をし、当該期間内に是正されないときは、甲に対する書面による通知をもって、直ちに本契約の解除をすることができる。ただし、当該違反がその性質上、是正不可能であるときは、催告を要しないものとする。

4　本契約に定める解除権の行使は、損害賠償の請求をすることを妨げない。

5　本契約の解除をした甲又は乙は、当該解除により相手方に生じた損害について、賠償する責めを負わないものとする。
(反社会的勢力の排除)
第14条　甲及び乙（甲又は乙の代表者、役員、研究担当者又は実質的に経営を支配する者を含む）は、相手方に対し、自らが次の各号いずれにも該当しないことを表明し、確約する。
　    (1)暴力団

　    (2)暴力団員

　    (3)暴力団準構成員

　    (4)暴力団関係企業

　    (5)総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ

　    (6)その他前各号に準ずる者

2　 甲及び乙（甲又は乙の代表者、役員、使用人又は実質的に経営を支配する者を含む）は、自ら又は第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを確約する。

　    (1)暴力的な要求行為

　    (2)法的な責任を超えた不当な要求行為

　    (3)取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為

　    (4)偽計又は威力を用いて、相手方の業務を妨害する行為

　    (5)その他前各号に準ずる行為

3　 甲又は乙は、相手方が本条第1項又は第2項に違反した場合、何らの催告を要せずに相手方への書面での通知をもって、本契約を解除することができる。
(有効期間)

第15条　本契約の有効期間は、本契約の締結日から○年間とする。
2   甲又は乙のいずれか一方が相手方に対して、本契約の期間満了の3ヶ月前までに本契約を更新しない旨を申し出ない場合は、本契約は自動的に1年間延長されるものとし、その後も同様とする。 

3   甲又は乙のいずれか一方が相手方に対して、本契約の期間満了の3ヶ月前までに本契約の修正更新を申し出た場合、本契約の期間満了日に先立つ3ヶ月間に、乙の事業実績から、第3条第1項(2)号に定める年間実施料を見直し、甲乙協議の上、新たに年間実施料を定めることができるものとする。
4   本件特許に関して、出願が放棄若しくは取下げられた場合、拒絶が確定した場合、無効が確定した場合又は権利が消滅した場合、本契約は終了する。
(契約終了後の措置)

第16条　乙は、本契約が終了したとき又は本契約が解約あるいは解除されたときは、本件製品の製造・販売・使用・輸出・輸入を直ちに中止するものとする。
(準拠法及び裁判管轄)
第17条　本契約は、その成立及び効力について日本国の法に準拠するものとし、本契約の解釈及び履行並びに本契約に関して発生する問題の解決は、日本国の法に従ってなされるものとする。
2   本契約に関する訴えは、岡山地方裁判所の管轄に専属するものとする。
(協議)
第18条　本契約に定めのない事項、及び本契約の各条項の解釈に疑義が生じた場合は、友好の精神をもって、甲乙協議の上、解決を図るものとする。
本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各1通を保有する。
令和　　年　　月　　日 
甲  岡山県岡山市北区津島中一丁目１番１号 
国立大学法人岡山大学
学長  那須　保友
乙  ○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○
○○　○○○○
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